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「地方公共団体における行政評価の取組状況等に関する調査結果」を取りまとめました

ので、別添のとおり公表します。 
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電 話：０３－５２５３－５５１９（直通） 

ＦＡＸ：０３－５２５３－５５９２ 

Ｅメール：gyoukaku@soumu.go.jp 



 

 

 

本調査は、地方公共団体における行政評価の取組状況について調査したもの。 

なお、地方公共団体において行政評価の導入が進んだことから、前回（平成２２

年度）の調査から大幅に調査項目を追加している。 

 

 

 

 

 

 

 

【Ⅰ．導入状況について】 

① 都道府県及び特例市以上の市ではほぼ全団体、またその他の市区でも８割以上

の団体で導入されている。一方、町村での導入は約１／３にとどまっている。 

○行政評価の導入状況                             （単位：団体数） 

  
都道府県 指定都市 市区町村         

合計 

 
中核市 特例市 市区 町村 

導入済 47 19 994 41 40 588 325 1,060  

導入予定あり 0 0 551 1 0 81 469 551 

導入予定なし 0 1 177 0 0 41 136 178 

合計 47 20 1,722 42 40 710 930 1,789  

導入割合 100% 95.0% 57.7% 97.6% 100% 82.8% 34.9% 59.3% 

(平成22年度導入割合) (97.9%) (94.7%) (52.7%) (95.0%) (100%) (78.1%) (29.8%) (54.4%) 

   ※全地方公共団体を対象。 

 

② 都道府県・指定都市では平成15年度以前に導入、市区町村では平成２０年度

以降に導入している傾向。 

○導入時期について 

 

都道府県 指定都市 市区町村 合計 

団体数 構成比(％） 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 

平成２０年度以降 ２ ４．３ ２ １０．５ ３５０ ３５．２ ３５４ ３３．４ 

平成１９年度 ２ ４．３ ２ １０．５ １３２ １３．３ １３６ １２．８ 

平成１８年度 １ ２．１ １ ５．３ １０８ １０．９ １１０ １０．４ 

平成１７年度 ２ ４．３ ２ １０．５ ８９ ９．０ ９３ ８．８ 

平成１６年度 ０ ０．０ ０ ０．０ ６６ ６．６ ６６ ６．２ 

平成１５年度以前 ４０ ８５．１ １２ ６３．２ ２４９ ２５．１ ３０１ ２８．４ 

     ※行政評価を導入している団体を対象。 

 

 

 

『地方公共団体における行政評価の取組状況等に関する調査結果』の概要 

※ 本調査における「行政評価」とは、「政策、施策及び事務事業について、事前、事中、事後を問わず、一定の

基準、指標をもって、妥当性、達成度や成果を判定するもの」と位置付けています。対象となる政策等の範囲は、

国の「政策評価」及び「行政事業レビュー」における政策等の範囲に相当します。 

※ 調査の体系については、別紙「地方公共団体における行政評価の取組状況に関する調査体系図」をご参照くだ

さい。 

※ 調査時点：平成２５年１０月１日現在（前回調査は平成２２年１０月１日現在） 

※ 調査対象団体：全地方公共団体 
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 ③ 導入予定がある団体においては、具体的な導入時期は未定である場合が多いが、

導入に向けて試行・検討が行われている。 

○導入予定時期について 

  
都道府県 指定都市 市区町村 合計 

団体数 構成比(％） 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 

平成２５年度 - - - - ６ １．１ ６ １．１ 

平成２６年度 - - - - ３４ ６．２ ３４ ６．２ 

平成２７年度 - - - - ９ １．６ ９ １．６ 

平成２８年度 - - - - ６ １．１ ６ １．１ 

未定 - - - - ４９６ ９０．０ ４９６ ９０．０ 

 

④ 外部有識者による評価は、行政評価を導入している団体のうち、４割で実施し

ている。 

○外部有識者による評価の実施状況 

  
都道府県 指定都市 市区町村 合計 

団体数 構成比(％） 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 

実施している ２２ ４６．８  １０ ５２．６  ３９５ ３９．７ ４２７ ４０．３ 

実施していない ２５ ５３．２  ９ ４７．４  ５９９ ６０．３ ６３３ ５９．７ 

     ※行政評価を導入している団体を対象。 

  

 

⑤ 事務事業の要否等の公開評価を実施している団体は１割未満。 

○事務事業の要否等の公開評価の実施状況 

  
都道府県 指定都市 市区町村 合計 

団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 

実施している ４ ８．５  １ ５．３  ５２   ５．２ ５７ ５．４ 

実施していない ４３ ９１．５ １８ ９４．７ ９４２ ９４．８ 1,003 ９４．６ 

     ※行政評価を導入している団体を対象。 

      

 

※外部有識者による評価とは、「政策、施策及び事務事業について、外部有識者の特性や専門性を十分に活用しつ

つ、より効果の高い政策等に改善することを目的として評価を行っているもの」としている。 

※事務事業の要否等の公開評価とは、「事務事業の要否等について、事業目的の妥当性・必要性、手段としての有

効性・効率性の観点から、外部の視点も含めた公開の場での評価を行っているもの」としている。 
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※ 行政評価を導入しない理由、行政評価等を実施していたが廃止した理由 

 

○ 行政評価を「導入予定なし」と回答した団体は、多くが町村である（市区 

１４団体、町村１１２団体）。その理由としては、「自治体規模が小さく体制

が取れない」（市区１団体、町村６０団体）、「評価手法、基準が未確立」（市

区８団体、町村４４団体）等を挙げている。 

 

○ かつて、行政評価を実施していたが廃止した団体は、５２団体（指定都市１

団体、市区２７団体、町村２４団体）である。その理由としては、「所期の目

的（ある一定期間において全事務事業を評価すること等）を達成したこと」（市

区３団体、町村８団体）等を挙げている。 

 

○ かつて、外部有識者による評価を実施していたが廃止した団体は、３８団体

（都道府県４団体、指定都市２団体、市区２５団体、町村７団体）である。そ

の理由としては、「所期の目的（ある一定期間において全事務事業を評価する

こと等）を達成したこと」（都道府県２団体、市区８団体、町村２団体）等を

挙げている。 

 

○ かつて、事務事業の要否等の公開評価を実施していたが廃止した団体は、 

９１団体である。（都道府県６団体、指定都市８団体、市区７０団体、町村７

団体）。その理由としては、「所期の目的（ある一定期間において全事務事業

を評価すること等）を達成したこと」（都道府県３団体、指定都市１団体、市

区２４団体、町村１団体）等を挙げている。 
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【Ⅱ．行政評価を導入したねらいについて】 

① 行政評価の導入にあたっては、｢行政運営の効率化｣、｢行政活動の成果向上｣、

｢ＰＤＣＡサイクルの確立｣、｢職員の意識改革｣をねらいとするところが多い。 

 ○行政評価を導入したねらい                    （単位：％） 

 都道府県 指定都市 市区町村 合計 

行政運営の効率化 ８７．２ ８４．２ ９３．４ ９２．９ 

行政活動の成果向上 ９７．９ ８４．２ ８１．３ ８２．７ 

予算圧縮・財政再建 ３８．３ ４７．４ ５５．０ ５４．２ 

企画立案過程の改善 ５９．６ ４７．４ ３７．９ ３９．１ 

ＰＤＣＡサイクルの確立 ８９．４ ８９．５ ７５．７ ７６．５ 

顧客志向への転換 ３１．９ ２６．３ ２３．９ ２４．３ 

住民サービスの向上 ４８．９ ７３．７ ６７．０ ６６．３ 

アカウンタビリティ ８５．１ １００．０ ６６．４ ６７．８ 

職員の意識改革 ６６．０ ７８．９ ８２．０ ８１．２ 

     ※行政評価を導入している団体を対象、複数回答あり。 

 

② 外部有識者による評価については、「行政運営の効率化」、「行政活動の成果

向上」に加え、住民への「アカウンタビリティ」の確保を期待するところが多い。 

○外部有識者による評価を導入したねらい                （単位：％） 

 都道府県 指定都市 市区町村 合計 

行政運営の効率化 ６５．４ ８３．３ ７６．３ ７５．９ 

行政活動の成果向上 ７６．９ ７５．０ ７４．２ ７４．４ 

予算圧縮・財政再建 ２６．９ ５０．０ ３７．０ ３６．８ 

企画立案過程の改善 ３４．６ ４１．７ ３３．７ ３４．０ 

ＰＤＣＡサイクルの確立 ６５．４ ６６．７ ５５．７ ５６．６ 

顧客志向への転換 ３０．８ ３３．３ ３０．９ ３１．０ 

住民サービスの向上 ３０．８ ６６．７ ６４．６ ６２．８ 

アカウンタビリティ ７３．１ １００．０ ７１．４ ７２．３ 

職員の意識改革 ５３．８ ７５．０ ７２．１ ７１．２ 

     ※外部有識者による評価を実施している又は実施したことがある団体を対象、複数回答あり。 
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③ 事務事業の要否等の公開評価については、「行政運営の効率化」、「職員の意

識改革」、｢予算圧縮・財政再建｣を期待するところが多い。 

○事務事業の要否等の公開評価を実施したねらい             （単位：％） 

 都道府県 指定都市 市区町村 合計 

行政運営の効率化 １００．０ １００．０ ９０．７ ９１．９ 

行政活動の成果向上 ７０．０ ４４．４ ５６．６ ５６．８ 

予算圧縮・財政再建 ７０．０ ７７．８ ７５．２ ７５．０ 

企画立案過程の改善 ４０．０ １１．１ ２１．７ ２２．３ 

ＰＤＣＡサイクルの確立 ５０．０ ３３．３ ３２．６ ３３．８ 

顧客志向への転換 ４０．０ ２２．２ １９．４ ２０．９ 

住民サービスの向上 ４０．０ ４４．４ ５８．１ ５６．１ 

アカウンタビリティ ７０．０ ６６．７ ６５．１ ６５．５ 

職員の意識改革 ９０．０ ８８．９ ７８．３ ７９．７ 

     ※事務事業の要否等の公開評価を実施している又は実施したことがある団体を対象、複数回答あり。 

 

 

【Ⅲ．行政評価の実施及び体制について】 

① 行政評価を導入している団体のうち、約４割が内部評価に加えて外部評価も実

施している。 

○行政評価の実施状況                  

  
都道府県 指定都市 市区町村 合計 

団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 

内部評価のみ ２２ ４６．８ ５ ２６．３ ５５０  ５５．３ ５７７ ５４．４ 

内部評価、外部評価 ２４ ５１．１ １４ ７３．７ ４２５  ４２．８ ４６３ ４３．７ 

外部評価のみ １ ２．１ ０ ０．０ １９   １．９ ２０ １．９ 

     ※行政評価を導入している団体を対象。 

     ※外部評価とは「外部有識者による評価」と「事務事業の要否等の公開評価」等を指す。 

 

② 内部評価の実施体制としては、約５割の団体において、事業担当課が一次評

価を行い行政改革担当課等が二次評価を行うなど、評価の役割分担が図られて

いる。 

○内部評価の実施体制                 

  
都道府県 指定都市 市区町村 合計 

団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 

事業担当課のみ ２７ ５８．７ ８ ４２．１ ４３６  ４４．７ ４７１ ４５．３ 

事業担当課、行革担当課等 １９ ４１．３ １１ ５７．９ ５３９  ５５．３ ５６９ ５４．７ 

     ※行政評価を導入している団体を対象。 
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③ 外部評価にあたっては、約８割の団体が内部評価をもとに評価を実施。 

また、基準等を設けることによって評価対象を選定し、外部有識者による評価

の重点化・効率化を図っているところが多い。 

 ○外部評価の実施 

  
都道府県 指定都市 市区町村 合計 

団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 

内部評価をもとにしている ２０ ８３．３ ９ ６４．３ ３４４ ８０．９ ３７３ ８０．６ 

内部評価から独立している ４ １６．７ ５ ３５．７ ８１ １９．１ ９０ １９．４ 

     ※外部評価を実施している団体を対象。 

○外部有識者による評価対象の選定方法 

  
都道府県 指定都市 市区町村 合計 

団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 

内部評価の対象全て １１ ４４．０ ３ ２５．０   １１０ ２６．４ １２４ ２７．４ 

内部評価の対象の一部 １４ ５６．０ ９ ７５．０   ３０６ ７３．６ ３２９ ７２．６ 

     ※外部有識者による評価を実施している又は実施していたが廃止した団体を対象。 

 

④ 約５割の団体において、議会の関与や住民等から意見を取り入れる仕組みを設

けている。 

○議会の関与 

  
都道府県 指定都市 市区町村 合計 

団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 

議会の審査 ２ ４．３ ０ ０．０ １１ １．１ １３ １．２ 

議会への報告・説明 ２６ ５５．３ ９ ４７．４ ２７１ ２７．３ ３０６ ２８．９ 

資料配付 ９ １９．１ ９ ４７．４ ２５２ ２５．４ ２７０ ２５．５ 

その他 ０ ０．０ ０ ０．０ ２９ ２．９ ２９ ２．７ 

関与なし １０ ２１．３ １ ５．３ ４３1 ４３．４ ４４２ ４１．７ 

     ※行政評価を導入している団体を対象。 

○住民等からの意見を取り入れる仕組み 

  
都道府県 指定都市 市区町村 合計 

団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 

あり ３３ ７０．２ １４ 7３．7 ４０９ ４１．１ ４５６ ４３．０ 

なし １４ ２９．８ ５ 2６．3 ５８５ ５８．９ ６０４ ５７．０ 

     ※行政評価を導入している団体を対象。 
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【Ⅳ．行政評価の対象について】 

 ほとんどの団体で、政策－施策－事務事業の各段階のうち事務事業を評価対象と

している。 

 また、約５割の団体では、２段階又は３段階を評価対象としている。 

 

○都道府県                                  （単位：団体数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○指定都市                                  （単位：団体数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○市区町村                                  （単位：団体数） 

 

※    内は各段階の項目のうち一部のみを対象としている団体数。 

※    内は各段階の項目のうち一部のみを対象としている団体数。 

※    内は各段階の項目のうち一部のみを対象としている団体数。 

12 5 3 - 20

2 1 0 - 3 6.4%

12 5 17 3 37

1 1 4 0 6 12.8%

12 3 17 7 39

9 1 9 6 25 53.2%

- 6.4% 14.9%割合 25.5% 10.6% 6.4% 36.2%

３段階 ２段階 １段階

合計

事務事業

施策

政策

12 5 3

合計政策＋施策
＋事務事業

政策＋施策
　政策＋　
　事務事業

　施策＋
　事務事業

政策のみ 施策のみ 事務事業のみ

4773-17

割合

42.6%

78.7%

83.0%

3 - - - 3

1 - - - 1 5.3%

3 - 13 - 16

0 - 4 - 4 21.1%

3 - 13 3 19

2 - 9 1 12 63.2%

-

政策

施策

合計 3 - - 13

３段階 ２段階 １段階

合計政策＋施策
＋事務事業

政策＋施策
　政策＋　
　事務事業

　施策＋
　事務事業

政策のみ 施策のみ 事務事業のみ

割合 15.8%

- - 3

事務事業

84.2%

100%

19

15.8%- - 68.4% -

割合

15.8%

96 8 2 1 107

9 2 2 0 13 1.3%

96 8 326 37 467

8 1 104 11 124 12.5%

96 2 326 524 948

25 1 104 274 404 40.6%

割合

10.8%

47.0%

95.4%

1 37

0.1%

524 994

政策

合計 96 8 2 326

３段階 ２段階 １段階

合計政策＋施策
＋事務事業

政策＋施策
　政策＋
　事務事業

　施策＋
　事務事業

政策のみ 施策のみ 事務事業のみ

割合 9.7% 0.8% 0.2% 32.8%

施策

事務事業

3.7% 52.7%
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○合計                                    （単位：団体数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※    内は各段階の項目のうち一部のみを対象としている団体数。 

111 13 5 1 130

12 3 2 0 17 1.6%

111 13 356 40 520

9 2 112 11 134 12.6%

111 5 356 534 1,006

36 2 122 281 441 41.6%

割合

12.3%

49.1%

94.9%

13 5 356 1 40 534合計

３段階 ２段階 １段階

合計政策＋施策
＋事務事業

政策＋施策
　政策＋
　事務事業

　施策＋
　事務事業

政策のみ 施策のみ 事務事業のみ

3.8% 50.4%

1,060

政策

割合 10.5% 1.2% 0.5% 33.6% 0.1%

施策

事務事業

111
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【Ⅴ．活用方法（予算への反映状況）について】 

① 行政評価を導入している団体のうち、約７割が評価結果を予算要求等に反映し

ている。また、そのうち９割以上が予算査定等においても評価結果を反映してい

る。 

○予算要求等への反映 

  
都道府県 指定都市 市区町村 合計 

団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 

反映している ４５ ９５．７ １７ ８９．５ ７１１ ７１．５ ７７３ ７２．９ 

反映していない ２ ４．３ ２ １０．５ ２８３ ２８．５ ２８７ ２７．１ 

     ※行政評価を導入している団体を対象。 

 ○予算査定等への反映 

  
都道府県 指定都市 市区町村 合計 

団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 

反映又は参考 ４５ １００．０ １７ １００．０ ６９８ ９８．２ ７６０ ９８．３ 

反映していない ０ ０ ０ ０ １３ １．８ １３ １．７ 

     ※行政評価を導入している団体のうち、評価結果を予算要求等へ反映している団体を対象。 

 

② 外部有識者による評価結果についても、予算要求や予算査定等に広く反映され

ている。 

○外部有識者による評価の予算要求等への反映状況 

  
都道府県 指定都市 市区町村 合計 

団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 

反映又は参考 ２３ ８８．５ １２ １００．０ ３８５ ９０．２ ４２０ ９０．３ 

反映していない ３ １１．５ ０ ０．０ ４２ ９．８ ４５ ９．７ 

     ※外部有識者による評価を実施している団体を対象。 

 ○外部有識者による評価の予算査定等への反映 

  
都道府県 指定都市 市区町村 合計 

団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 

反映又は参考 ２４ ９２．３ １１ ９１．７ ３６３ ８５．０ ３９８ ８５．６ 

反映していない ２ ７．７ １ ８．３ ６４ １５．０ ６７ １４．４ 

     ※外部有識者による評価を実施している団体を対象。 
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③ 事務事業の要否等の公開評価結果は、ほとんどの団体において予算要求や予

算査定等に反映されている。 

○事務事業の要否等の公開評価結果の予算要求等への反映状況 

  
都道府県 指定都市 市区町村 合計 

団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 

反映又は参考 １０ １００．０ ９ １００．０ １２８ ９９．２ １４７ ９９．３ 

反映していない ０ ０．０ ０ ０．０ １ ０．８ １ ０．７ 

     ※事務事業の要否等の公開評価を実施している又は実施したことがある団体を対象。 

 ○事務事業の要否等の公開評価結果の予算査定等への反映状況 

  
都道府県 指定都市 市区町村 合計 

団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 

反映又は参考 １０ １００．０ ９ １００．０ １２７ ９８．４ １４６ ９８．６ 

反映していない ０ ０．０ ０ ０．０ ２ １．６ ２ １．４ 

     ※事務事業の要否等の公開評価を実施している又は実施したことがある団体を対象。 

 

④ 行政評価の予算要求や予算査定等への反映状況を公表している団体も、約１割

ある。 

 ○行政評価の予算要求への反映状況の公表 

  
都道府県 指定都市 市区町村 合計 

団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 

公表している １７ ３７．８ ５ ２９．４ ９５ １３．４ １１７ １５．１ 

公表していない ２８ ６２．２ １２ ７０．６ ６１６ ８６．６ ６５６ ８４．９ 

     ※行政評価を導入している団体のうち、評価結果を予算要求等へ反映している団体を対象。 

○行政評価の予算査定等への反映状況の公表 

  
都道府県 指定都市 市区町村 合計 

団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 

公表している ２１ ４６．７ ８ ４７．１ ９０ １２．９ １１９ １５．７ 

公表していない ２４ ５３．３ ９ ５２．９ ６０８ ８７．１ ６４１ ８４．３ 

※行政評価を導入している団体のうち、評価結果を予算要求等へ反映している団体を対象。 
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【Ⅵ．公表（公開）の状況について】 

① 行政評価を導入している団体のうち、都道府県、中核市以上の市では９割以上

の団体、またその他の市区でも約８割の団体が行政評価の結果を公表している。 

○「政策」「施策」「事務事業」の公表状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※行政評価を導入している団体を対象。 

 

② 外部有識者による評価結果については、｢住民等が傍聴可能な会場を設置｣、｢結

果のみ公表｣などの方法により、９割以上の団体で公開・公表されている。 

○外部有識者による評価の公開 

  
都道府県 指定都市 市区町村 合計 

団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 

住民が傍聴 ２１ ８０．８ １１ ９１．７ ２２４ ５２．５ ２５６ ５５．１ 

インターネット中継 ２ ７．７  ２ １６．７  １３ ３．０ １７ ３．７ 

結果のみ公表 １０ ３８．５ ４ ３３．３ ２２７ ５３．２ ２４１ ５１．８ 

公開せず ０ ０  ０ ０  ３６ ８．４ ３６ ７．７ 

     ※外部有識者による評価を実施している団体を対象、複数回答あり。 

 

③ 事務事業の要否等の公開評価においては、住民等が傍聴可能な会場を設けて公

表しているところが多い。 

○事務事業の要否等の公開評価の公開 

  
都道府県 指定都市 市区町村 合計 

団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 団体数 構成比(％) 

住民が傍聴 9 ９０．０ ９ １００．０ １２５ ９６．９ １４３ ９６．６ 

インターネット中継 ６ ６０．０ ２ ２２．２ ２５ １９．４ ３３ ２２．３ 

     ※事務事業の要否等の公開評価を実施している団体を対象、複数回答あり。 

 

 

団体数
構成比
(％)

団体数
構成比
(％)

団体数
構成比
(％)

団体数
構成比
(％)

団体数
構成比
(％)

団体数
構成比
(％)

団体数
構成比
(％)

団体数
構成比
(％)

　公表 20 100.0 3 100.0 77 72.0 6 100.0 3 100.0 47 82.5 21 51.2 100 76.9

　非公表 0 0.0 0 0.0 30 28.0 0 0.0 0 0.0 10 17.5 20 48.8 30 23.1

　公表 36 97.3 16 100.0 371 79.4 24 92.3 22 95.7 248 82.1 77 66.4 423 81.3

　非公表 1 2.7 0 0.0 96 20.6 2 7.7 1 4.3 54 17.9 39 33.6 97 18.7

　公表 38 97.4 19 100.0 700 73.8 36 92.3 31 81.6 449 80.3 184 59.0 757 75.2

　非公表 1 2.6 0 0.0 248 26.2 3 7.7 7 18.4 110 19.7 128 41.0 249 24.8

政
策

施
策

事
務
事
業

都道府県 指定都市 市区町村
合計

中核市 特例市 市区 町村
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※ 評価結果を公表しない理由、非公表とした理由 

 

○ 評価結果を公表していない団体は、２００団体（都道府県１団体、市区 

８９団体、町村１１０団体）である。その理由としては、｢内部的な評価であ

るため公表の必要はない｣（市区４０団体、町村６２団体）等を挙げている。 

 

○ かつて、評価結果を公表していたが非公表とした団体は、１９団体（市区

１４団体、町村５団体）である。その理由としては、｢内部的な評価であるた

め｣（市区２団体、町村２団体）、「評価内容や方法を変更したため」（市区

３団体、町村１団体）等を挙げている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※ 各地方公共団体の個表については、総務省ホームページ（http://www.soumu.go.jp/ 

iken/main.html）において公表しています。 
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地方 公共 団体に お ける 行政評価 
の取組状況に関する調査体系図 

別紙 



Ⅰ．導入状況について 

導入済 

導入予定あり 

試行中 導入予定時期 

検討中 導入予定時期 

導入予定なし 
（※１） 

導入時期 外部有識者に 
よる評価 

事務事業の
要否等の 
公開評価 

実施している 

実施していない（※２） 

実施している 

実施していない（※２） 

（※１） 
 ・導入しない理由 
 ・過去に実施していたが廃止した場合 
  にはその理由 
（※２） 
 ・過去に実施していたが廃止した場合 
  にはその理由 

Ⅱ．行政評価を導入したねらい 

外部有識者による評価を導入したねらい 

事務事業の要否等の公開評価
を導入したねらい 

本調査の主な体系図 

行政評価の 
導入の有無 

行政評価を導入したねらい 



Ⅲ．行政評価の体制 

内部評価 

外部評価 

外部有識者による 
評価 

事務事業要否等の 
公開評価 

住民等の意見を 
取り入れる仕組み 

議会の関与 

事業担当課のみ 

事業担当課＋ 
行政改革担当課等 

内部評価の 
対象全てを評価 

内部評価の 
対象のうち一部を評価 

内部評価から独立
して評価を実施 

内部評価をもとに
評価を実施 

内部評価、 
外部評価の別 



Ⅳ．行政評価の対象 

２段階 

１段階 

３段階 

評価対象の段階と組合せ 

政策 

      事務事業 

   施策 

政策＋施策 

   施策＋事務事業 

政策   ＋事務事業 

政策＋施策＋事務事業 

政策 

施策 

事務事業 

【政策体系について】 
 
 
 
 
 
                        政  策：対極的な見地から地方公共団体が目指すべき方向や目的を示すもの 
 
                        施  策：政策目的を達成するための方策 
 
                        事務事業：施策目的を達成するための具体的な手段 
 

〈一般的な政策体系〉 



Ⅴ．活用方法（予算への反映） 

予算要求に反映 

予算査定等に反映 

外部有識者による 
評価結果を反映 

事務事業の要否等の 
公開評価結果を反映 

内部評価結果を反映 

外部有識者による 
評価結果を反映 

事務事業の要否等の 
公開評価結果を反映 

内部評価結果を反映 

反映状況の 
公表の有無 

反映状況の 
公表の有無 

Ⅵ．公表（公開） 

公表している 

公表していない（※１） 

外部有識者による
評価 

事務事業の要否等
の公開評価 

内部評価 

公表（公開）している 

公表（公開）していない 

公表方法 

公表（公開）方法 

公開方法 

（※１） 
 ・公表しない理由 
 ・公表していたが非公表にした理由 

予算への反映 

評価結果の 
公表の有無 
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